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山梨県建築物エネルギー消費性能向上計画認定要綱 

平成２８年 ４月 １日 

建住 第 ７０２２ 号 

平成２９年 ３月３０日 

建住 第 ５８９６ 号 

令和 ３年 ４月 １日 

建住 第 ５６７４ 号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号。以

下「法」という。）の施行に関し、法、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行令（平

成２８年政令第８号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平成２８年国

土交通省令第５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（適用） 

第２条 この要綱は、山梨県知事（以下「知事」という。）が所管行政庁として行う法第３５条第１項

の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定（以下「認定」という。）に係る法の施行

に関して適用する。 

 

（事前手続き等） 

第３条 法第３４条第１項の規定により認定の申請をしようとする者（以下「認定申請者」という。）

は、認定の申請の前に、原則として山梨県手数料条例（平成１２年山梨県条例第３号）別表第２の１

８６の項イに規定する適合証等の交付を受けるものとする。 

２ 認定申請者は、建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物が建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）第６条の３第１項に規定する構造計算適合性判定（以下「構造計算適合性判定」という。）

を要するものである場合にあっては、原則として認定の申請とは別に同法第６条第１項又は第６条の

２第１項の規定に基づく確認を受け、確認済証の交付を受けるものとする。 

 

（認定申請） 

第４条 認定申請者は、規則第２３条に規定するほか、前条第１項の書類を添えて認定の申請を行うも

のとする。 

２ 認定申請者は、認定の申請に際して法第３５条第２項の申し出を行う場合であって、同項の規定に

より提出する確認の申請書に構造計算適合性判定を要する部分が含まれるものを申請する場合には、
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建築基準法第６条の３第７項に規定する適合判定通知書又はその写し、並びに建築基準法施行規則

（昭和２５年建設省令第４０号）第３条の１２に定める図書及び書類を添えて認定の申請を行うもの

とする。 

 

（取下届） 

第５条 認定申請者は、認定の申請を取り下げるときは、様式１による取下届の正本及び副本を知事に

提出しなければならない。 

 

（変更認定申請） 

第６条 前三条の規定は、法第３６条第１項の変更の認定の申請について準用する。 

２ 法第３６条第１項の規定により変更の認定の申請をしようとする者は、規則別記様式第３４又は別

記様式第３６による通知書（以下「認定通知書」という。）の写しを添えて変更の認定の申請を行う

ものとする。 

 

（取りやめ届） 

第７条 認定を受けた者（以下「認定建築主」という。）は、当該認定を受けた建築物エネルギー消費

性能向上計画に係る工事を取りやめるときは、様式２による取りやめ届の正本及び副本に認定通知書

を添えて、これらを知事に提出しなければならない。 

 

（報告） 

第８条 認定建築主は、認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に係る工事が完了したときは、

当該計画に基づき工事が行われたことを建築士に確認させ、速やかに様式３による工事完了報告書を

知事に提出しなければならない。この場合において、認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計

画に係る工事が建築基準法第６条第１項に規定する確認又は第１８条第２項の規定による通知を要

する場合にあっては、同法第７条第５項、第７条の２第５項又は第１８条第１８項に規定する検査済

証の写しを添えなければならない。 

２ 認定建築主は、法第３７条の規定により知事から報告を求められたときは、様式４による建築物エ

ネルギー消費性能向上計画状況報告書の正本及び副本を知事に提出しなければならない。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、別に知事が定める。 

 

附 則 
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 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 


